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基調講演

「地方自治体における
ＡＩ・ＲＰＡの活用の現状と課題」
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地方自治体における
AI・RPA活用の現状と課題

2019年度自治体間ベンチマーキングシンポジウム

令和２年2月12日（水）14時～

於：新宿住友スカイルームRoom5

早稲田大学政治経済学術院教授

稲継裕昭

自己紹介

 京都大学法学部卒。大阪市職員13年のの
ち、姫路獨協大学、大阪市立大学法学部
教授、同法学部長を経て、2007年から現
職。京都大学博士（法学）

 専門は行政学・地方自治論・公共経営論

 総務省「応援職員の派遣の在り方に関す
る研究会」座長

 総務省「地方公共団体における多様な人
材の活躍と働き方改革に関する研究会」
委員

 文部科学省中央教育審議会「教員の働き
方改革部会」委員

 人事院・専門調査員

 内閣人事局「管理職のマネジメント能力に
関する懇談会」座長

 総務省「定員管理のあり方に関する研究
会」座長

 地方税共同機構運営審議会会長
日本都市センター評議員
公務人材開発協会理事 ほか多数

 『この一冊でよくわかる! 自治体の会計年
度任用職員制度』学陽書房,2018

 『シビックテックーICTを使って地域課題を
自分たちで解決する』勁草書房,2018

 『東日本大震災大規模調査から読み解く災害
対応』（編著）第一法規,2018

 『Aftermath: Fukushima and the 3.11
Earthquake』 （編著） Kyoto Univ.press,2017

 『震災後の自治体ガバナンス』(小原隆治と)
東洋経済新報社,2015

 『自治体ガバナンス』放送大学教育振興会

 『地方自治入門』 有斐閣

 訳著『テキストブック政府経営論』勁草書房

 訳書『未来政府』（ギャビン・ニューサム著）
東洋経済

 ほか著書・訳書多数
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 第4章 ＡＩ新時代に自治体職員に求められ
るものとは

– 第1節 自治体職員数の推移

– 第2節 公務員に残る仕事―20年後の日本
の自治体のイメージ

– 第3節 自治体でのAI活用が考えられる分野

– 第4節 AI時代に求められる人材、自治体で
求められる人材

– 第5節 AI新時代に向けて自治体の人事部門
がやるべきこと

– 第6節 自治体におけるAI導入の課題

 序章 私たちの暮らしとＡＩ（人工知能）

 第1章 ＡＩ（人工知能）とは何か

– 第1節 「アルファ碁」の衝撃

– 第2節 AIの進化と第3次AIブーム

– 第3節 ディープラーニング（深層学習）とは何か

– 第4節 今後のAIの展開

 第2章 自治体におけるＡＩ活用

– 第1節 情報提供型チャットボットAI
– 第2節 会議録作成、要約作業のAI
– 第3節 定型業務の自動化にRPAやAI活用

– 第4節 災害情報要約AI
– 第5節 道路補修効率化AI
– 第6節 職員業務支援AI
– 第7節 保育所マッチングAI
– 第8節 介護保険サービス利用者のケアプラン作り

– 第9節 過疎地域での御用聞きAI
 第3章 ＡＩ活用の可能性

– 第1節 野村総研報告書ショック

– 第2節 民間で起きている仕事のシフトと人材再配置

– 第3節 技術革新と雇用への影響

– 第4節 AIが得意な仕事、不得意な仕事

2018年10月
ぎょうせい

金融分野でのAI活用とリストラ

 顧客対応やコンサルティングにAI活用
– みずほ銀行 コールセンター ワトソン
– チャットボット AIが対応
– AI による投資 WealthNavi

 大規模人員再配置
– みずほ1.9万人
– 三菱UFJ 9500人
– SMBCで4000人

 RPA（ロボティク・プロセス・オートメーション）
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日本経済新聞の決算短信

5

AIの第3次ブーム

 第1次AIブーム 1956年か
ら60年代

 第2次AIブーム 1980年代

 第3次AIブーム 2013年～

 ⇐①CPUの飛躍的向上
②ネット、スマホの普及
③機械学習の進化と、

ディープラーニング（深層
学習）
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人工知能のカテゴリー
表１-1 人工知能（AI)のカテゴリー
カテゴリー意味 例示

単なる制御（言われた通りにやる）
温度が上がるとスイッチを入れる。下がるとスイッチを切る。

対応のパターンが非常に多い（探索や知識を使って、言われた通りにやる）
探索や推論。将棋や囲碁で、決められたルールにしたがって、手を探す。

対応のパターンを自動的に学習（重みを学習する） 機械学習
駒がこういう場所にあるときは、こう打てばよいということを学習。

対応のパターンの学習に使う「特徴量自体」も学習（変数も学習する）
駒の位置だけでなく、複数の駒の関係性をみる。

資料出所：総務省「インテリジェント化が加速するICTの未来像に関する研究会」報告書（2015）13-14頁
に筆者加筆。http://www.soumu.go.jp/main̲content/000363712.pdf

カテゴ
リー1 ルール

ベース型カテゴ
リー２
カテゴ
リー３

機械学習
型

カテゴ
リー４

深層
学習

自治体戦略2040構想研究会

 １．（2017.10）
 ２．教育・子育て
 ３．医療・介護
 ４．インフラ・公共施設/ 公共

交通
 ５．空間管理、治安・防災
 ６．労働
 ７．産業/ ICT
 ８．自治体行政
 ９、10 第1次報告の検討
 第1次報告（2018.4）

 11．地方圏の圏域マネジメント

 12．大都市圏（特に東京圏）の
圏域マネジメント

 13．多様な担い手によって住
民ニーズを満たす仕組み/ 自
治体行政の標準化

 14～16 第2次報告案の検討

 第2次報告（2018．６）

第32次地方制度調査会（
2018．7～）
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・取り組むべき対応策をバックキャスティングに検討

＝過去からの延長線で対応策を議論するのではなく、将来の危機とその危機
を克服する姿を想定した上で、現時点から取り組むべき課題を整理

・まずは、子育て、教育、医療、介護、インフラ、公共施設、公共交通、空間管

理、治安、防災、労働、産業など、自治体行政の主要分野で、高齢者人口
がピークを迎える2040 年頃に想定される課題を議論

半分の職員数でも担うべき機能が
発揮される自治体

• 各自治体においては、公的部門と民間
部門で少ない労働力を分かち合う必要

• 今後、自治体においては、労働力の厳
しい供給制約を共通認識として、2040年
頃の姿からバックキャスティングに自ら
のあり方を捉え直し、将来の住民と自治
体職員のために、現時点から、業務の
あり方を変革していかなければならない。

• 破壊的技術（Disruptive Technologies）
（AIやロボティクス等）を導入

• →新たな飛躍の絶好の機会。自治体が
新たな局面を切り拓く好機
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自治体におけるAIの活用の事例

 情報提供型チャットボットAI 窓口業務、コンシェルジュ

 会議録作成、集約作業のAI
 災害情報要約AI
 道路補修効率化AI
 職員業務支援AI
 保育所マッチングAI
 介護保険サービス

 定型業務の自動化にRPAやAI-OCR活用
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議事録・会見録作成作業

 従来からソフトは存在
→聞き取りの精度が低い
→実用化に耐えない

 深層学習により音声認識
機能が飛躍的に向上

 Google社のクラウドス
ピーチAPIの提供など

 2017年～精度の高いシ
ステムが提供されるよう
になる

 徳島県の例
– メディアドゥ「Smart書記」

– 徳島発！AI要約サービス

– 月額10万円（200時間以
内）

 数多くの導入事例
– アドバンストメディア

「AmiVoice」
北海道庁、大阪府庁、一関
市、五條市、安城市、ほか
140以上

– NEC「VoiceGraphy」
美唄市、北広島市、下関市

災害情報要約システム NICT
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道路損傷度自動判定 関本研究室×千葉
市他

職員業務支援AI、保育所マッチングAI

職員業務支援AI
 大阪市で、戸籍業務につ

いて富士通と実証実験

 「職員の知恵袋」

 戸籍関連法令、先例、照
会回答、雑誌解説記事な
どを業者側で入力

 ベテラン職員なみの回答
をするAIの育成に注力
（大阪市側での利用とAI
に対するごほうび）

保育所マッチングAI
 2017年 さいたま市で実

証実験
富士通・九州大学と共同

 2018年 実証実験30以
上の自治体で実証実験

 2018年11月から販売
「MICJET MISALIO 保育所入
所選考」

→大津市、池田市、港区ほか多
数で導入予定
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長野県塩尻市の取組

20

長野県塩尻市の取組
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定型業務にRPA・AIを活用

• RPA：ロボティック・プロセ
ス・オートメーション

• 人間がPC上で行うキー
ボード入力、マウス操
作、コピー＆ペーストな
どの単純作業を自動化
する技術

茨城県つくば市 NTTデータ
熊本県宇城市
ナイスジャパン・アイティフォー

茨城県 UiPath
埼玉県 富士通

総務省：「Society5.0時代の地方」P.49
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総務省：「Society5.0時代の地方」P.50

24
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野村総合研究所報告（2015年12月）

・日本の労働人口の49％が人工知能やロボ
ット等で代替可能に
（英国35％、米国47％）
・代替可能性の高い職種
受付・案内、会計事務、総合事務、電話応接、土木従事者、倉
庫従事者、税理士、公認会計士、自動車運転手、行政事務員

・代替可能性の低い職種
営業、高校・中学・小学校教員、デザイナー、看護師、医師、コピ
ーライター、保育士、ケアマネジャー

26
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民間で起きている仕事のシフトと人材再配置

 RPAやAIによる業務効率化、
事務削減

 配置転換により
①営業力強化、
②成長分野への再配置、
③顧客との関係強化
に振り向ける

今後求められる人材

自治体現場に残る仕事

必要な人材とは？

産業革命

熟練工の仕事→機械が代
替していった

AI革命

ベテラン事務員の仕事
→AIが代替していく

 90年代、2000年代の改革

– 単純労働は外注化へ

– 事務仕事も徐々にアルバイト
や派遣に

・・人から人への改革

 これからの改革

– ベテラン職員の事務仕事は
AIに

– 低レベルの知的作業はすべ
てAIに

・・人からAIへの改革
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AI・RPAの進化・浸透と自治体の人材育成

 自治体の人材像の変遷
 1970年代ごろまで

– 珠算ができ・字のきれいな職
員＝重宝される職員

– 〇〇小六法（建設小六法、福
祉小六法）を手元に置き、す
ぐに先例・通達を答えられる
職員＝できる職員

 1990年代以降
– ワープロ、PCの普及

 珠算能力や字の上手・下手よ
り
→ワード・エクセルが駆使でき
るかどうかが重要

 2000年代 分権の時代
– 通達に「ひな形条例」が載ら

なくなった⇒条例作成能力、
政策法務能力の高い職員が求
められるように

 2020年代 AI・RPAの時代
– 求められる職員は？

 変わらない価値・求められ
るもの
– 地方自治法1条の２、2条14

項

30
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自治体におけるAI・RPAの分類

業務生産性向上（事務改善） 住民福祉の増進

人間が行って
いたものを機
械が代替

（時間短縮）

議事録・会見録自動化
庁内問合せ対応チャットボット
種々のRPA（とりわけ、人事関係、税
務関係、医療関係）
道路補修効率化AI（千葉市他）
保育所入園割当
AI-OCR（紙文書の機械処理）
税金・国保電話催促業務
法制執務（条例、規則の作成）

議事録・会見録要約作成（徳島県）
住民問合せ対応チャットボット
コールセンターAI導入（札幌市、名古
屋市）
ウェブサイトの多言語翻訳
介護のケアプラン作成（豊橋市）
検診受診呼びかけ（那覇市）
住民意向調査、アウトリーチ

人間ができな
かったことを機

械がやる
（付加価値）

職員の知恵袋 ex 戸籍（大阪市）
事故・犯罪・災害等の発生予測
カメラ利用観光客移動分析（天草市）
廃棄物処理施設の効率化AI

窓口対応翻訳（甲賀市74カ国語）
災害情報要約AI（NICT）
過疎地域での御用聞きAI（南山城村）
買い物難民支援
お年寄りの対話チャットボット
渋滞緩和（京都市、軽井沢町）
介護の予後予測
婚活・移住マッチング

©稲継作成

自治体でのAI活用が考えられる分野

住民サービスの向上

防災・防犯

インフラの安全性チェック

業務効率化

職員業務支援

公共交通への応用

その他
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国に求められていること
（＝自治体が困っていること）

① 導入すべき分野がわからない
→
(i)先進自治体事例について、
積極的な公開
(ii)活用可能な分野及び導入コ
スト・ランニングコストについて
の一覧の提示が必要

② 導入する費用が工面できない、
高すぎる
→
(i)財政的な援助
(ii)システムの開発を国で行い、
パッケージとして自治体に提供
（法定受託事務についてはとり
わけ）
(iii)共同導入の方策検討→国
が旗振り役になる

③ 「AI人材」「橋渡し人材」がいな
い
→自治体の給与体系では「AI
人材」の採用は不可能。「地域
情報化アドバイザー」をよりレベ
ルアップ（AI人材）
「橋渡し人材」育成を国がどう支
援？自治大・JAMP・JIAMでの
研修課程の新設

④ 庁内での新規業務改革に対す
るアレルギー・抵抗
→側面支援。
首長に対する啓発促進。
県市長会・町村会を中核とした
共同導入支援

⑤ 個人情報保護の観点がどう
なっているのか不安
→国としてはっきりと、境界線を
示すことが必要。

33

地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの活用
を議論する際に留意すべき事項

① 既存のICTシステムとの互換性

② 可能な限り共通化を図る（組織内
外）
① 組織内→トップダウンでの導入促

進が望まれる

② 組織外→共同導入の促進…国が
旗振り役に

民間企業との違い（自治体業務の特性）
…「自治体ごとにほぼ共通の業務。しか
し、微妙に違う」

③ 「業務プロセスの棚卸し」はいず
れにせよ必要だとの認識を醸成
する。
→先行自治体のフローを公開し
他自治体も利用できるようにする。

④ 求められる職員像の再構築
定型業務からの解放→職員の
再配置…住民対応力、営業力
のある人材の採用・育成が課題
に

⑤ いくつかの懸念事項

・プロセスのブラックボックス化
（市民への説明責任が果たせる
か）
・個人情報保護との関連
・AI,RPAの著作権の問題

34

P19



ご清聴
ありがとうございました

早稲田大学 政治経済学術院 教授 稲継裕昭

169-8050新宿区西早稲田1-6-1
早稲田大学3号館1428号室 03-5272-4780
連絡先 E-mail: inatsugu@waseda.jp

35
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参考資料 1

AI ●

地方自治体における
ロボテイクスの活用事伊1

住みたくなる、
立地したくなる、|

地域づくりをお手伝い
人とAIのコラボレーションが、よりよい地域を倉Jり出す

24躇掘
趣言つでも
猟観1こ 野

詳細資料
はこちらから

詳細資料
はこぢらから い0′ 子

動画

観光での活用

観光案内多言語AIコンシェル
ジュ導入により外国人の満足
度を向上

ほ工ちらから

住民問合せ

対応での活用

AIを活用し、市民からの問い合
わせ等に対話形式で自動応答する
仕組み (チヤットボット)を構築

I

【P２０～P３４】
出典：「地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及びAI・ロボティクスの活用に関する研究会（スマート自治体研究会）（第9回）」（総務省）
　　　　（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/process_ai_robo/02gyosei04_04000110.html）
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AIを活用した問い合わせへの自動応答サービス (福島県会津者松市) 本格導入

平成 29年度 データ利活用型スマー トンテイ推進事業 (AI自 動応答サービス以外分も含あ、約 4′016万 円)  受託者 :アクセンチュアl爛

“

O 生活スタイ)レや働き方の多様化、利便`性向上のため、土日や夜間でも行政に問い合わせしたい。

O ホームペiジは情報過多であり、そもそも何から調べれば良いか分からないため、検索にうんざりする

ケースも。

O 電話などの問い合わせは職員が随時対i応 しており、問い合わせ件数の集計などはしていない。

“

○ 主日などの「休日診療医療機関案内」、除雪車の位置情報を可視化する「建

雪車ナビ」、ごみの出し方や収集日などを案内する「ごみ出しの疑間教えて」

市民から問い合わせの多い住民票や戸籍証明書、E腑監言正明書などの手続き方法

を案内する「各種証明書の案内」、この業務の担当課はどこなのかを案内する

「担当窓口の案内」、市民などを対象とした「アンケー ト収集機能」を実装し

AIが対話形式で自動応替。

日
'罐

日なのに子どもが

熟出しも
"つ

た1,

マツシユくれ、今日静て
(■る病院t象えてW

“
○ 市民は、24時間365日 、問い合わせが可能なサービスであり、市民アンケー トの結果では80%以上の方から好意的

な反応が得られた。

○ 簡易な問い合わせにはAIが対応することで、職員は対面的な対応が必要な方へ時間をかけることが可能。

O 問い合わせ内容や件数、問い合わせ者の年代などのデータが分析でき、将来の行政サービスに反映できる。

AIを活用した住民サiビスの充実 (岡山県和気町) 本格導入

O AIチヤツトボツトを導入し、24時間いつでも対応が可能となり、業務の効率化が進められる。

O LINEや町のホームページ上で動作しているため、全国の移住希望者の方が、知りたいときにいつでも和気

町の情報を入手することができる。

“

○  「わけまろくん」の導入前は、様々な問い合わせに対してヽ担当職員が直接応対をしていた。担当者不在の場合や業務時間

外にはて対応が不十分となつてしまう時もあつた。

鞠
蝉紳

囚 ,う いう (汗 )

2

“
O AIチャットボットを自動会話プログラム「わけまろくん」として活

用。 (総合的な内容を回答できる自動会話プログラムを全国で初めて
導入。)「わけまろくん」は、LINEや町のホームページ上で動作す
る対話形式のサービスで、利用者が不日気町のことを質問すると情報を
自動で案内する。

“
O 問い合わせ窓口が担当部署ご

｀
とに分かれていた情報を一つにまと

めることができ、利用者が`情報を簡単に入手できるようになつた。

○ また、AIをインターネットと連携させることで、業務時間にとら

われることなく問い合わせが可能になる点も期待される。

パソコン用Web画面イメージ

LINE用画面イメージ

尋識鸞翠霊妊騨轄染驚辞

oわをすよるくん 命  v

,癬

…
」 震云継革缶常に線[モ甜

専程gRと
し
鰯 島

書争と就合忌争獣患&岳協毛羞tu
盈岳B緞亀舞繋ことどを塚輝毒
害営ぞたぞkF｀

群しく1,こ ううを

電す こめ口答ユl織破うましたか?

●

麟

AI(人工知能)を活用し、市民からよくある問い合わせや各種証明書発行の申請手続きの仕方などにつ

いて、対話形式で自動応答する仕組みを構築。

冬季には、除雪車の移動軌跡や現在の位置情報を表示させることで、生活の利便性向上を図る。

○

○

:■ |

□   なにかお田り〔サかf

癬和気町マスコットキャラクター「わけまろくん」

3
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「港区AI元年」におけるICT導入事例 (東京都港区)1 実証実験 本格導入

課 題

港区は「区民サービスの向上」と「働きやすい職場づくり」を実現するため、AIや業務の自動化など
ICT(情報通信技術)を積極的に渚用し、港区ならではのサービス提供に努めている。 加

○ 港区には人口約26万人の80/o、 約2万人の外国人が居住し、国語は約140か国にのぼる。

○ また、港区には約80の大使館が立地し、タト国人に対して正確かつ三―ズに合つた情報提供が求められている。

“

○ 港区ホームページAI翻訳システム (平成30年 8月 から実証実験中)

港区公式ホームページには英語への自動翻]訳機能があり、自動翻]訳ページは年間約4万6000回 閲覧されているが、翻]訳精
度が課題となつている。そのため、豊橋技術科学大学、日本マイクロソフ ト、ホームページ運用事業者グローパルデザインと
の産学宮連携協定を7月 に締結し、翻〕訳精度向上のための実証実験を実施している。
・AIを活用した翻訳システムを言式験導入
・AI翻】訳システムに辞書登録機能を付加し、行政用語や地名、施設名等、港区特有め単語を登録

○ 多言語AIチャットサービスは24時間365日の利用が可能であるため、来庁せずに必要な情報を得ることができる。
○ 両事業ともに港区行政情報や用語をAIで学習し更なる精度向上を図り、区民サービスの向上にうなげる。

自治体翻訳システムによる自治体窓口業務の効率化 (神奈川県綾瀬市) 実証実験

NICT委託研究「自治体向け音声翻口尺システムに関する研究開発」 (平成27年度から5年間で総額7億 4′900万 円)の一部
委託元 :国立研究開発法人情報通信研究機構 受託者 :凸版印刷株式会社

英語・ベ トナム語が得意でない職員でも、タト国人住民と対話ができ、日本語が得意でない外国人住民でも、
自分が理解できる言語で行政情報を取得。

“

○ 綾瀬市は約3′400人の外国人市民が生活しており、総人口に対する外国人比率は約 40/。となり、県内で 2番目の

非常に高い数値となつている。

“

〇 窓口対応での「言葉の壁」を低減し、外国人市民にとつて住みやすい環境を整えるァ環として、音声翻〕訳システムの

実証実験に参加ぅ⇒

O フ台のタブレットを本庁総合案内をはしめ庁内 6か所に配置。英語とベ トナム語の 2言語について、自動翻訳の

実証不u用をそ子う。 (実施期間 :平成29年 11月 22日 ～平成31年 3月 31日 )

O 実証実験を通してデータを収集し、行政手続にはどんな文脈でどんな単語が使われているのかをAIに学習させる。

〇 日本語での意思疎通が困難な外国人住民に対 してェ各種案内や事務手続きなど

ができるようになつた。 (平成29年 11月 22日～平成30年 3月 22日の4ヶ月間で利用実績22回 )

〇 システムの学習機能により、今後はさらに正確な案内ができるようになる。

4

5
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O 多言語AIチヤツトサービス (平成31年 1月本格運用開始 )

AIを活用して、Facebookメ ッセンジャー機能によるチャット形式で防災、ご
｀
み、

教育・子育て 、国際・文化 、医療・病院 、各種手続き (税金・保険・年金)、
観光 、町会等、生活に関する行政情報の問い合わせに英語及び
「やさしい日本語」で自動回答するサービス。
Faceboo燃―|'″ Minato lnformation Board″

からアクセスが可能。

成 果

成 果
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旅行者の来訪が特に多い観光地に観光案内所を設置し、日々増加する訪日外国人旅行者を迎える環境整備と

して、観光案内多言語AIコ ンシェルジュ導入により外回人の満足度の向上を目指す。

AIを活用した観光案内による業務の効率化 (福丼県永平寺町) 本格導入

○ 永平寺町には、年間を通して約100万人もの観光客が訪れているが、観光案内所が整備されていない。

また、主要観光施設である大本山永平寺には「ZEN(禅 )」 を通して、外国人訪間害の占める割合が年々増加傾向となつて

いる。
O そのため、観光案内所には訪日外国人旅行者を迎える環境整備も求められるようになつてくるが、英語 。中国語・軽国語

等を話せる多言語に対応した人材確保は難しい状況である。

“

O 大本山永平寺の入口となる新参道の整備に併せ、参道入り口付近へ観光案内所を設置し、その案内には人工畑能 (A
I)機能を使つた「観光案内多言語AIコンシェルジユ」を導入した。コンテンツは日・英 :中・韓等の多言語対応で

永平寺町や隣接市の観光案内仕様となつており、国内外の観光客に永平寺や観光スポット、飲食店や物産品といつたお

すすめ店舗などを自動応答させる。

○ 多言語対応のタツチパネル式サイネージで、各種言語で質問を行うと、梅柄の作務衣 (さむえ)姿のキヤラクタ=
「小梅ちゃん」が出迎え、観光客らの質問に音声・画像・文字で答える。

“
○ 人手不足の課題に対応し、常時雇用に比べ「ランエングコスト」が抑えられる。
① タッチパネル画面をタッチすることで情報を取得することができる。

O 分析機能 (アクセス解析、来客者数、来客者性別、管内行動解析等)

集計や外部機器との連携ができる。「平成30年8月～平成30年 11月 間の不l用実績

O 今後のシステム機能強化により、さらに自然で正確な案内ができるよ

により統計・

15′ 082人」

うになる。

″
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AIによる道路管理  (千葉県千葉市) 実証実験

課 題

○ これまでは、市内で点検・補修が必要な道路の画像を、

○ 専門職員の損傷判定結果を機械学習することにより、画像から路面の損傷程度をAIが自動分類する研究

を実施。道路管理の省力化を実現。

が損傷判定。

※NICTか ら東京大学が受託 して実証事業を実施 (研究開発予算 :平成 28年度から 3

O 職員が毎週 1回、千葉市内約 3′ 300kmのうち約400kmを 、約 4人の職員で3時間程度パ トロー)レ。 (別途、毎月 1回、

夜間に2人の職員で2時間程度実施)帰庁後は、道路損傷の発見、損傷程度の判定・補修の優先順位付けの作業を、

約2時間かけて実施志

(M y City RepOrt〉
※ちばレポ :スマ木のアプリ。

市民が地域の困りどとを投稿し、市民間や市役所と共有することで、効率的・合理的に解決する仕組み

議
`しシステム

吟器

〔賛薮最適化のイメージ,

案
デ
ー
タ
　
　
　
晨
瀬
化

〇 従来の「ちばレポ票」(こあつた、市民協働での道路管理に加え、車載カメラで撮影した画像から道路舗装の損傷を

機械学習により、自動抽出する機能を追加。                     (
O 車両の最適資源配分等の機能を組み込んだ「MyCityRepOrt」 を開発・実証。全国の地方自治体への展開を目指す。

○ より効率的な道路管理及び、職員の業務量 (1回あたり20時間程度 (4人×5時間))の削減が期待。

【新機能】機械学習による道路損傷の自動抽出

2017 Sekimoto Instttute of I oF T
7

課 題

取 組

成 果
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A正による道路管理の省力化 (北海道室蘭市) 実証実験

安価な車載カメラおよびAI'支術 (路面画像からひび割れを自動検出)を活用し、道路のひび割れ率の検出及
びランク付けを行い、客観的に路面の健全度を把握することにより道路管理の効率化 。省力化を実現。

“

〇 室関市が管理する道路延長は約440kmと膨大であり、限られた職員で市内全域の路面健全度を面的・網羅的に把握するこ
とは困難である。  ｀

°
ィと緞 Ё電黙F毛菖秩)                     極昼込違筐匿匡±係τttCP路

線の優先引贋
○ ノぐラつきの無い正確な調査結果を得る手法として路面性1犬測定車の使用が有効であるが、莫大な費用を要するため使用する

ことは非現実的である。

カメラの車載状況

○ 室蘭工業大学との共同研究により、安価な車載カメラで撮影した路面画イ雰R
を用いて、AI技術による「路面ひび割れ率自動検出システム」を開発。

○ 約440kmの路面撮ンを実施して、ひび害Jれ率を検出し、ランク別に色分け
してマッピングすることで可視化を図つた。 ひび割れ率マツピング状況

“

○ 職員直営により、低コストで市内全域の路面健全度の把握が可能となる。
O 補修工事・修繕を行う路線のスクリーニングを、AI技術による客観的デー

タを基に実施することが可能となる。
○ マッピングにより路面健全度を視覚的に捉えることが可能となる。

農業ビックデータのAI解析による農作業の高精度化 (北海道岩見沢市)

環境センシングデータ (気象、土壌データなど)を基としたAI解析のもと、農作業の最適化に資する各不重!1青報
提供を行うなど、「未来につなぐ 強い岩見沢農業」の実現を目指すと

農業}佳T多

8

O 農家戸数や農業就業人口の減少が進み、高齢化の進展やす戸あたりの経営面積も
拡大するなど、昼幹産業である農業を取り巻く環境は厳しい状況にある。

このため、岩見沢農業の持続性確保に向け、経営体質の強化など「活力ある農業■

農村づくり」が喫緊の課題となつている。

“
O 市内 13か所に独自整備を行つた「気象観測装置」にて取得する各種気象データ及

び栽培履歴データを基に、農作業スケジュールの最適化に向けた解析と予測情報配信

を開始。
・配信内容 :病害虫発生、出穂期、成熟期、収量など各種予測値
・配信対象 :水稲、小麦、玉葱
・配信単位 :50mメ ッシュ (50mx50m)
・配信開始 :2018年 5月

0 2018年 より、営農者ニーズヘの対応に向け、データ収集機能の強化や精密化に基
づく                                な
ど、スマート農業の社会実装に向けたきらなる開発検証を実施中。
・収集機能 :生育1犬況監視画像、回場別気象、水温、深度別土壌水分データ等

2005年 2015年 上し較

農家戸数 1′フ43戸 1,265戸 △478戸

就業大ロ 3,8⊇ 3人 2,686人 △ 1,137人

平均年齢 563歳 571歳 +0創臓

経営面積 11 3ha +5.4ha

X2015年 の農林柴センサスの割 直と10年 前との比較

ビツクデータ取得 雛
エ

解析

IiI:と IHHH日  〔ヨHHH口dBEEBgH守 ,
r

冒

○ 従来の「営農者の経験や勘に頼る農業」から「ビックデータ・AI解析に基づくスマート農業」への転換により農作業の効率
化・最適化が進むとともに、生産物の付加イ面値形成による新たな販路獲得に向けた動きが開始されるなど、今後の基幹産業の
持続性確保・発展が期待される。

取 組

本格導入

課 題

成 果

9
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GCFを活用したスマート農業推進による一次産業活性化事業 (佐賀県みやき町) 実証実験

〇 平成 30年度より、一次産業の活性化、産品のブランド化、就農者の収入アップを目標とした、AI・ IoTを活用したスマー

ト農業を普及させる実証実験をスタート。
○ 佐賀に拠点を置く株式会社オプティムとみやき町が共同で実施し、遊休農地の有効活用、新規就農者の増加などを狙う。

○ みやき町は、佐賀県内 10町の中でも 2番目に広い耕地面積を有しており、農業は基幹産業となっている。大部分の就農者が米麦中

心の農業を営む中、近年、後継者不足による就農人口の減少が直近の課題である。

O その実上
1青 としては、「重労働に対する対イ面として、す分な収入を得られない」という部分に起因した後継者減少が指摘されている。

よつて、就農者の高齢イヒに加え、遊休農地も増加するという悪循環に歯止めがかからないという問題に繁がうている。

〇 平成 30年度の初期的な取り組みとしては、米作農家の協力を得て、ドローンを使つた回場の撮影を行
い、農家が撮解した圃場の画像をクラウド上にアップロードし、それをオプティムがAIによる画像解析を

行い、害虫 (特にウンカ)の発生状況を把握する。

〇 画像解析後、害虫の発生が認められる部分のみに、 ドローンによるピンポイント農薬散布を行ラ。これ

により圃場全体に行う農薬散布に比ぺ、農薬量が1/10～ 1/1001こ減らすことができ、局所的な少量の農薬

散布のため、残留農薬が0,01p pm以 下となり「残留農薬不検出」という産品として取り扱えるため、

「滝農藁米=スマー ト米」という形での八イプランド化を目指す。そのうえで八イブランド化による付加

イ面イ直を付けたイ西格設定での販売を行い、新たな収入を農家に還元する。

〇 みやき町は、協力農家の紹介、GCFによる資金調達を担い、実証実験の円滑な運営に努める。

“

〇 ドローンによる回場撮影により、害虫の発生状況の把握だけでなく、「田まわり」と呼ばれる日常的な圃場の点検作業も行えるため、

生産者の労働力省力化となつた。

O AIによる科学的解析により、収量を落とすことなく、減農薬米の栽培に緊がり、結果、農薬代の縮減にもつながつた。

O 八イブランド化による新たな収入については、現在、継続販売中のため、生産者が新たな収入を得られる力Чよ、まだ結果が出ていない。

O 今後、更なる多品種で実証実験を行い、「農作業の省力化」と「産品の八イブランド化」を両立させてい くことにより、みやき町が抱

える課題の解決に緊げていくことが最終ゴール。                                        10

AIによる特定健診受診勧奨モデル事業 (沖縄県那覇市) 実証実験

過去の特定健診受診者の問診結果、受診履歴、通院歴等及び平成30年度対象者のデータを用いて、AIによ
る統計解析を行い、勧奨通知を最も効果的lE送る、旦つ分類分けにより最も効果的なメツセージを届ける。

車
○ 国保特定健診受診率向上のため、郵送、電話、訪問など様々な勧奨を実施してきたが、ここ数年受診率は横ばいと

○ 市町村の取り組みを評価する制度として、「保険者努力支援制度」が新設され、評イ西指標の達成度に応して国から交付金が

交付される仕組みとなつた。その主要な評価指標の一つが特定健診受診率であるため従来の取り組みを見直すと

“
○ 那覇市国保に加入している対象者のうち、不定期に受診している被保険者 15′ 517人を抽出、4種類の通知内容に分類 (※ )し、

分析結果から効果の見込まれる9月 に送付。さらにその中から、11月 に再勧奨通知を10,327人へ送付した。

○ 勧奨者の受診率前年度比50/O増 、全体で20/o増を目指す。30,31年度で実施。年度終了後3月 に事業者から結果報告。

“
0 1月時点で勧奨者の受診率は、昨年度同時期比で約1,90/o増。全体で約0.60/。増と昨年度受診率37.フ 0/0を上回る見込み。

o 市が実施しているまちかど健診の予約が、送付後例年より多い状況が続いている。

※分類 頑張り屋さん  :健康に気を遣い健診の意義を感じにくいタイプ

心百〕陛さん   :病気が見つかりそうだから受けたくないタイプ

甘えん坊さん  :今の生活が幸せで積極的に改善しないタイプ

面倒くきがりさん:健康だと思い健診などに興味がないタイプ

課 題

取 組
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住民に寄り添う職員、

増やしませんか ?

人とAIのコラボレーションが、よりよい地域を創り出す

■■|||

″警

お  ゛

詳細資料
はこちらから

詳細資料
はこちらから

=デ

保育所入所事務

での活用

AIの導入により、自治体職員の

保育所利用調整業務を省力化

ご

介護 (ケアプラン)

での活用
AIを活用し、ケアプランの作成を支
援

AIを活用した自立支援促進 (憂知県豊橋市) 実証実験

○ 高齢者の自立支援やケアマネジャーの業務負担の軽減を図るため、AIを活用し、ケアプランの作成を支
援する。

O AIに 認定調査項目や主治医意見書の項目を入力することにより、ケアプランを実施した場合の将来予測
と共に推奨するケアプランを提案する。

○ 本市における2017年度の介護保険給付資は200億円に達し、2012年度と比較すると約29億円 (16.50/c)増 加している。
◆後も高齢化が進展することから、増加し続ける給付資の抑制が必要となっている。

○ 愛知県内の介護関係職種の有効求人倍率 (2018年8月 )は6倍を超え、全業種平均の3倍以上となつている。介護関係職種
の業務負担の軽濡を図り、人材を確保することが急務となつている。

○ ケアマネジャーがAIに認定調査項目 (74項 目)や主治医意見書の項目を入力し、AIの提示する介護保険サービスを踏まえ
ケアプランを修正する。

②
Fミ

～
1■ ,ヽ ①

ミ郵ⅢⅢ蹴

韓

墜

,     8
①、②はAIによる将来予測
③はプランごとの将来予測比較

を1,fII

罐
O AIが ケアプランを提案することにより、利用者の身体状況の改善や介護給付資抑制の他、ケアマネジヤーが新たな

気付きを得ることが期待できる。

③

13
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AIによる保育所不u用調整業務の省力化 (埼玉県さいたま市) 実証実験

課 題

【「地域IoT実装推進□―ドマツプ」分野別モデル】

保育所の利用調整にあたり、申請者の優先順位やきようだい同時入所希望などの市の割当てルニルを学習

したAIが組合せを点数化。得点の高い組合せを瞬時に導出す否ことにより、自治体職員の保育所利用調整

業務を省力化 (延べ約 1′ 500時間→数秒)。 入所申請者への決定通知を早期発信。

〇 さいたま市では、約8′ 000人にも及ぶ保育所への入所申請者を市内の約300施設に割り振るに当たり、申請者の

優先順位や、きょうだい同一保育所入所希望など様々な希望を踏まえて選考。

O そのため、延べ約1,500時 間もの時間を選考にかけていた。
【入所判定の考え方 (簡易なモカ ♭l'」 )】

・保育所A(空き2名 )と保育所B(空き2名)がある。

・X家兄弟 (子ども①、④)とY家兄弟 (子ども②、③)

が入所を希望。

・入所の優先順位は、裂拍①>② >③>④の順。

・X家、Y家とも保育所Aが第一希望だが、兄弟で保育所が

分かれるよりは兄弟で揃つて保育所Bになる方を希望。

一利得が最も高くなる組合せを瞬時に導出し、

こどもの優先順位を踏まえて最適解を即座に判断

“

〇 ゲーム理論のモデルを用いて、最適な保育所割当てパターンを見つける

AIマツチング技術を検証。

O 市の割当てルールを学習したAIが

組合せを点数化し、最も得点の高い

組合せを瞬時に導出。
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“

〇 大手では延ぺ約1′ 500時間かかる保育所の入所選考が数秒で完了。

O AIで行つた入所選考結果と、さいたま市職員が人手で行つた入所選考結果がほぼ―数※。
※実証から除いた障害児加配以外は一致。その後ヽ障害児加配にも対応。

○ 職員の負担を軽減するとともに、他の業務に職員を効率配置。

O 入所申請者への決定通知の早期発信により、入所不可だつた場合の迅速な対応や、親の育児休業等から

のより円滑な復職が可能 となつた。                                14

AI自動応答サービスによる業務効率化 (長崎県大村市) 実証実験

AIを活用して職員が業務を行う上で不明な点を自動で応答するサTビスを開始。職員の知識サポート、他課

からの問合せ対応時間の削減等を図り、全体的な業務効率化を実現す否。

“

○ 職員は、各業務において、膨大な情報を管理及び整理するとともに、市民からの問合せに対して、迅速かつ的確に判断を行

わなければならないが、職員数の減少、複雑化する制度や業務等により、その負担は増している。

① また、他課からの問合せが多い部署 (財政部門、電算部門等)は、その対応に多くの時間を費やしている。

“

0
○ 実証実験として、各課の業務マニユアル (会計事務、財務処理

垂と、他課からのよくある問合せ等をAIに学習させ、職員向けの
AIによる自動応答サービスを実施。 (実施期間 :平成30年 11月 ～

平成 31年 3月 )

○ 実証実験後は、効果検証、改善ニーズ調査を行い、平成31年度よ
り本格運用、平成32年度より市民向けのAI自動応答サービス開始
を目指す。

職員の問合せに自動で応答する「AIおむらんちやん (※ )」

※「おむらんちやん」は大村市のマスコットキヤラクター

“

○ 職員の知識サポート、他課からの問合せ対応時間の削減により、全体的な業務効率化が期待される。

○ 今後、市民向けのAI自動応答サービスを開始することにより、市民の利便性向上、市民対応の正確性向上も期待される。

○ また、二次的な要素として、全職員が簡易なAIサービスに触れる機会を作ることにより、今後の行政分野におけるAI活

用に有用な知見を得たり、AIに蓄覆したデータを基に、新たな業務効率化のアイデアを生み出すことも期待される。
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AIによる自治体職員の業務支援 (大阪府大阪市) 実証実験

職員の経験年数を問わず、より的確かつ迅速な判断を行うことができるよう、AI(人 工知能)を活用 した

職員の業務支援の検証を実施。複雑な制度やベテラン職員のノウ八ウの中から的確な回答を表示するAIを活
用 し、市民対応の時間短縮と正確性の向上をめざす。

〇 戸籍業務は関係法令が多く、複雑な事例も増加傾向にあることから、職員は市民の届出や問い合わせに対して審査

や判断に多くの時間と労力を費やすことになり、負担となつている。

O また、職員の大量退職、短いサイクルでの人事異動、派遣職員の増加などによつて、戸籍業務においては体系的な

人材育成、ベテラシ職員が培つた専門的な知識や経験が次世代への継承が十分ではない状況がある。

“

〇 上記課題を解決するため、区役所窓回の戸籍担当業務において、AIによる対応支援システムを構築。

このシステムは、職員の知識サポー トを目的としており、職員からの問い合わせに自動応答する。

<利用イメージ>

密
■

吟 為 ノ ⇒

蒲 疑 からの瘤 出

摺Iい 合 わせ

霜 出 や蘭 い合 わせ内 魯

に対 して職 員 が「 審 査 」・

1早ll断 」

Alに 潤 い台 わせ

(,キスト入 力 )

A:が単贈‐
t子はどく強体の支憲な

題 解 し、回 答 tバ ツコンロ 朧 に縄 示

“

〇 体系的な人材育成や、ベテラン職員が培つた専門的な知識や経験の次世代へのイL承が期待される。

また、経験の浅い職員でもAIを活用することで、市民対応の時間短縮と正確
jl生

の向上が図られる。

音声書き起こしソフトによる会議録作成支援 (憂知県東郷町)

“

会議録を作成する際(ICレコーダーで録音し、音声を聞きながら職員が手作業で文字入力を行つていたため、時間の長い会
議では膨大な時間をかけて作成している。

′

t
※窓口業務ではなく、ノ(ッ クヤード
での「審査」「判断」業務を担当す
る職員が端末にテキス ト入力した質

問に対し、AIが的確な回答や参考
関連情報を画面上に提示。

⇒

○

○

○

“

○ 前年度開催した会議のうち、会議録を作成している業務について、各課に対して事前調査を実施。

⇒ 調査の結果、前年度は会議録作成に全体で約1500時間という膨大な時間を要していることが判明。

音声書き起こしソフトの精度を確認するため、原課と調整し、各会議で実証実験を実施。

これまではICレコーダー 1つで録音していたが、マイクスピーカーを使用し音を集音、集音した鮮明な音をICレ

コニダーで録音、録音した音声を音声書き起こしソフトを用いて、文字起こしを実施。

16

“
メリット
○ これまで数時間かけていた議事録作成が数分で完了。
○ 方言などについても、事前に登録することで対応が可能。

デメリット
○ 実証実験では2種類のマイクスピーカーを使用した。

① 会議体の中心に設看Lし、 360度 の音を集音するもの (無指向性)。

② 発言するときにマイクを使用し、一方向の音のみを集音するもの (単一括向性)。
⇒ 無指向性のマイクでは、鮮明な音を集音できず、音声詈き起こしソフトを使用しても文章にならなかつた。

しかし、単一指向性のマイクでは人間による手直しは多少必要なものの職員の事務負担軽淵に寄与する
可能性があつた。                                 '

命
一

課 題

一
一・霊

実証実験

これまでは、各課で主催する会議等について、ICレコーダーで録音し、音声を聞きながら職員が文字入力
を行つていた。音声書き起こしソフトを使用することにより、職員の事務負担軽減に寄与するのか検討。 

イ

変

化

議事録の作成が速
く終わつたから別の

仕事をやろう里
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AIで職員のパソコン操作ログを分析 (兵庫県宝塚市) 実証実験

AIでパソコン操作ログを分析 (実証実験)。 職員の働き方を見直すため、業務の流れなどの実態を可視化
し、業務課題やRPAに適する業務などを抽出するとともに、マネジメント体制の強化を図る。

○ 行政経営資源が限られていく中、市民サービスを維持し、質を向上させていくには、働き方を見直す必要がある。

定量的かつ継続的に業務の流れなどの実態を可視化することで、気づきを生み、より下層のマネジメント体制を強化し行動を

変える。また、人の判断を要しない業務などは標準イとし、自動化可能な業務はRPAなどのテクノロジィを活用することで、確

実に働き方改革を推進していく。

“

〇 特定部署において下記の観点でaヶ月間のパソコン操作ログをAIに
より分析する実証実験を実施

・業務内容と流れ、業務に要している時間、繰り返し作業の量など

働き方の実態を可視化し業務の偏りや、効率化すべき業務などを

把握

“
O 漠然と把握していた業務や繰り返し作業の量、業務の偏りを数値に

より明確化できた。

O 既にRPAを試行導入していた業務において、その効果を糸迷続的に

発揮できることが確認できた。また、新たにRPAに適する業務を

抽出できた。

O 業務や繰り返し作業の量、業務の偏りなどについて定曇化された数

値を共有することで、マネジメント体制を強化できることが確認で

きた。

折

18

「港区AI元年」におけるICT導入事例 (東京都港区)2 実証実験 本格導入

課 題

パ

操 作

ン

グ

コ

ロ

働き方が見える !

業務の偏 り
業務の流れ実労働時間

業務内容  繰 り返し業務

マネジメント強化課題の可視化 RPAの導入

港区は「区民サービスの向上」と「働きやすい職場づくり」を実現するため、AIや業務の自動化など

ICT OI青報通信技術)を積極的に活用し、港区ならではのサービス提供に努めている。 朋

O 「働きやすい職場づくり」を実現し職員の業務負担を削減するとともに、より質の高い区民サービスを提供するため、AIを

はじめとするICTを区業務へ積極的に導入する必要がある。
“

“
O AIによる議事録作成支援 (平成30年 5月運用開始 )

区に設置された300を超える会議体の議事録を、AIの音声認識や機械学習の技術を活用した

議事録作成支援ツールを用いて自動でテキス ト化。職員が1時間の会議につき3～4時間程度か

けて作成していた議事録を、30分～1時間程度で作成完了。
・議事録の音声データと編集済みのデータをAIに学習させることにより認言酬青度を向上

○ 保育所AIマツチングシステム (平成30年 7月 N9月実証実験実施)

兄弟姉妹の入園や利用調整基準等のルールをAIに学習させ(保育所入所選考をAIがマッチン

グする実証実験を7月 から5回実施。
・職員約15人が3日 間程度をかけて判定していた選考業務をAIが数分で完了
・5回の実証実験により、職員とシステムがそれぞれ判定した結果が1000/。 一致
・平成31年度の導入に向けAIシステムを構築中

‰
嘘
１

鸞̈

iEinlttiHittilli:由 iと

''_i導T吟Ⅲ
'|キ

ェ |

続 ◇OICレヨーダ

■
づ
↓

0マイクで蕪膏

CPCで自働件職

“

○ 議事録作成支援ツールは平成30年 5月 の導入から現在までに約200の会議で活用されている。

○ 保育所AIマ ツチングでは                      知早期発選の効果が見込まれている。
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AIによる国民健康保険レセプ ト内容点検業務支援 (福岡県糸島市)
実証実験

国民健康保険レセプ ト (診療報酬明細)の内容点検 (医科・歯科・調剤・DPC)業 務にレセプ ト内容点検
システム (AI)を 活用 し、これまでの点検職員による目視点検と併用することにより、点検業務の効率化、

点検効果の向上を目指す。

主l illl甘

○ 現在、点検H説員 5人で年間約49万枚のレセプトの内容点検を実施している。

○ レセプト点検業務には、専門的知識の習得や経験が求められるが、点検職員によつて知識・経験に差がある。しかしなが
ら、点検技能向上や平準化のための十分な研修が実施できていない。

○ レセプト内容点検財政効果率が減少している。

i:|||:ⅢⅢⅢ
O レセプ ト内容点検システム (AI)(NTTデ ータ九州「レセプ ト

点検自動化サービス」)を導入し、点検職員による目視点検と併用し

点検を実施。

(平成 30年 11月 と 12月 にトライアルイ吏用を行つた。システム

による点検に要した時間 :各月約 1.5日 (抽 出自体は 1時間、登録

作業に 1.5日 弱))
O 毎月、システムの学習機能更新により点検水準が向上する。

(診療報酬改定にもすみやかな対応が可能である。)

○ システム導入及び、システムの点検観点向上により、点検

業務のコス ト削減、効果向上が期待される。

点検レベル

の差
ラステム (AI)と点検員 (目視)に よ
点オ央イメーiジ

点検員のみ 輔

"
韓 静

分葛ilし て、

それぞれのす0

識や経験に基
づき審査 t現

在

シ
ス
テ
ム
導
入

点検レベルの平準化

一定の
レベルを確保 髭る抽出

点検員+システム  圃 抽出以外の   |
部分を目視による再点検 |
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Robotic Process Automation

その定型作業

ロボットに代替できませんか ?

人間が行つてきた定型的なパソコン操作を

ソフトウェアのロボットにより自動化する

‐ ■ i‐
  || ||

|● |||― |!

式(2挙

h【る、6

和(3 ktl

“

(も
い

詳細資料
はこちらから

動画
はこちらから

市民課、介護保険課

の業務での活用

市民課、介護保険課のシステム出
入力業務等において、
ロボットが自動で作業

税務課の業務での活用

個人住民税のシステム入力業務に
おいて、AI―OCRと RPAを活用し、
ロボットが自動入力

詳細資料
はこちらから

◆ノ
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RPAによる業務プロセスの自動化 (茨城県つくば市) 本格導入

職員へのアンケー ト等をもとに、定型的かつ膨大な作業量が発生する業務を抽出し、業務量・難易度・RPAの
導入効果・汎用性の高さを勘票して選定した市民窓口課・市民税課業務等について、RPAを活用した定型的で膨大な

業務プロセスの自動化をテーマに官民連携による共同研究を実施。
※入力 !登録、確認・照合等の年間処理時間 :市民憲口課 9,024時間、介護保険課 6′ 550時間、消防指令課4′ 000時間、国民健康保険課 2,411時間・・・

“

○住民に最も近い距離にある基礎自治体の業務には、定型的かつ膨大な作業量を伴う基幹的業務が数多くある。これらの業務は、時期

による業務量の変動が大きい上、劇的な効率化が難しく、人的リソースが割かれる業務として、処理に苦慮していた。加えて当市は、

今後も人口増加が見込まれ、負担が増大してくことが予想されていた。

“

例)市民窓口課での異動届出受理通知業務
(住民からの届出に基づき住所変更の手続を行つた際、本人確認書類が不足している届出者について、本人の意思に相違がない届出であるかを確認するため、

変更前の住所地に「受理通知」を送付。年間約1′700件。住民異動が集中する3月 '中旬から4月 中旬の繁忙期には大量の処理が発生。)

【これまで】職員が受付・発選簿作成・決裁・発送を実施。 【実証後】
した芯

:■師封1型
・掛
工
籍

罫
珍

鋤
か醐叫

櫛li ヨ〕

鬱

璽    璽理
ヤ

:住民X勤
, A市 お苗 譲苺監|

“

γ RPA化により入カミスが減少              γ 職員は業務時間の削減よりも「操作ミスの削減」、「作業
γ 単純作業をRPA化することにより職員は住民サービスに集中 時間中に手を取られない」効果をより実感し、時間の有効
γ研究結果を基に 5課 (平成31年 1月 現在)で導入      活用の点で高く評価

OCRIRPAによるシステム入力業務の省力化 (憂知県―宮市) 実証実験

車
○ 給与支払報告・特別徴収lこ係る給与所得者異動届出書 似下「届階蓋」という。)

(よeLTAX(也拗跡伴タメ|ルステnで の提出が5%程度と少ないため、印刷後郵送

された届出書と併せて住民税システムに入力していると

O 従業員的 による届出が多い3月～5月 1よ 住民税朧課業務の熟に期

と重なるため、硝員の大きな負担になつている。

車
○ 届出書のデータ化・RPAによる自動入力に関する実証実験を実施。

① 紙の届出書をOCは置でスキヤンし、OCRソフトでイメージから

データ化したものを、ロボットが住民税システムヘ入力。

○ 事業所の独自様式でレイアウ トが異なる帳票・手書き帳票などデータ化が困難であつたものは職員が入力。

“
〇 年間18′ 000件提出される届出書の入力 :592時間が、OCRと RPAの

利用により398時間に短縮され、年間194時間の職員負担が軽淵できると

O 帳票レイアウ トの工夫や帳票定義追加等の改善により、OCRの読取り

精度を高めれば、年間438時間の負担軽減が期待できる。

① 2019年2月から本格導入し、ロボットによる自動入力で省カイしを実現。

22

OCR メージ

Ｒ
，

Ａ
導
入

個人住民税の「給与支払報告・特別徴収に係る給与所得甍異動届出書 備18号様式)」 のシステム入力業務を
OCRとRPA(Robouc PЮcess Automadon)を 組み合わせ、ロボットが自動入力することで省力化を実現。

‰
住民税システム

蜂甲蜘鞣釜一

鵬０
霞曇
喜Ｅ職

蜘ゆ獅嚇
“ア

→

ト

＝恥

Ｂ

ｃｓｖ
囲

OCR装 置で

届出職をスキヤシ

OCRソフトウェア
でイメージ化

194掛寺間肖」″誠

機員

(398)

議員

(592)

現状   実証結果  改善後

時間(h)

600

400

438B寺 間削折読

職員負担の比較 23
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RPA(Robouc PrOcess Automadon)を 活用 し、 平成29年度は「ふるさと納税」と「時間外申請 (時間
外勤務手当計算)」 の業務について実証、平成30年度は本格導入によつて RPAに よる自動化範囲を拡大。

RPAによる自治体業務の省力化 (熊本県宇城市) 本格導入

平成 29年度業務改革モデルプロジェク ト実施団体 :約 1′ 400万 円

○ 「職員給与」・ 形誦十」においては、担当課が作成したエクセルデータをシステム入カヘの活用

○ 「テ]、るさと納税」において、ネットワーク強靭化によるデータ処理に係る作業時間叫 カロ

O 「後期高齢」・「畑 においては、システムから必要な情報を取得し、十人手でエクセルデータを作成

実証実験説明会の様子

○ 職員給与、
'S、

るさと14内T見、イ主民異動、会計、後期高齢、水道の 6分野の作業を自動化し、

職員の作業負担軽減を目指す !

※基本的には、システムヘの入力とシステムからの出力 (データ作成)であるが、

イ主眼 動では、職員を†南凰力・支援するRPAの構築を実施。

“

“

〇 年間約1700時間の削減効果を見込んでいる。

O 削減できた日寺間をほかの業務時間に充てることで、住民サービスの向上を

図る。

○ 入カミスや手戻りを防ぐことができ、業務改善につながる。

RPA導入による業務削減 (試欝)

職員給与   臨時・非常勤職員給与事務

ふるさと納税  寄封ヽ1情報取込事務

会計     場奮握患曇霧
登録事務

後期高齢   後期高齢者医娯保険料通知発送事務

水道     水道料金イ桂告書発送事務

住民異動   住民異動届入力事務

394時 間/年のデ】淵

349時 P口B/年の削滝

500時 間/年の肖J滅

100時間/年の却l減

96時 ,a/年 の肖l減

240時 間/年の削減

ミスや手戻りの肖Ⅲ減

24

「港区AI元年」におけるICT導入事例 (東京都港区)3 本格導入

課 題 1 浄

対郎 語建覇分野  | 1   見込まれる効果

港区は「区民サービスの向上」と「働きやすい職場づくり」を実現するため、AIやRPAによる業務の
自動化など、ICT OI青報通信技術)を積極的に活用している。           、 船

ヽ

“

○ 港区の人口は、平成8年時点の約15万人から増加を続け平成29年 には25万人を超え、2027年には30万人に達すると推計さ
れている。人口増などに対応し、ICTを活用して質の高い区民サービスを提供するとともに、業務を効率化し働きやすい職場づ
くりを進めることが課題。

“

O RPA(平成30年2月運用開始、平成30年度内導入フ事務)

①職員の超過勤務管理事務            ②産前産後家事・育児支援サービスの申請処理
③公会計システム向けデータ作成         ④コミュニティパス乗車券申請詈AI― OCR及びシステム入力
⑤保育園入園事務                ⑥職員の出退勤管理事務
②契約事務

O AI―OCR(平成30年9月運用開始)

コミュニティノ〈ス乗車券申請書 (年間約25000枚 )をAI― OCRで読取りCSVデータで出力の上、RPAを用いてシステムに自動
入力及び受付簿出力を行う。AIで住所・氏名等の文字を学習させることにより、読取り精度の向上を図る。

申請書

,1韓 貴 い 04協斡
港 区 .ミ ュニ テ イタくム策 革募発 1子 申静 各

“
O RPA7業務及びAI―OCRの導入により、年間約2000時間の職員業務時間の削減を見込んでいる。
○ 削減きれた業務時間を区民サービス向上のための業務に充てるなど、ICTの更なる活用による業務効率化を進める。

AI-OCR
第 I脅 様式(第 3条 関係〉

港区コミュユティバス素摩券発行申H碑書

住所 港区 二 園

(宛先 )港 区長

45号 室1丁 目  11薔

平成3(l年9月 2日

25
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RPA・ AI OCRに よる窓口業務改革 (和歌山県橋本市) 実証実験

○ 職員配置の適正化に向け、申請書等のAI OCRによる自動取り込み、RPAIEよる単純作業の自動化による定
型的作業の削減を推進。

091の候補業務を選定し、RPA等の適用可育p性が高く効果が期待できる11業務にRPA等を適用。

○ 特に税務関係事務で効率化が実現でき、税務関係含めた窓口業務及び給与等内部事務への横展開を推進。

ェク ト実施団体 :約 1′ 545万 円

○税に関する業務には、住民等からの申告書類を受理し、その内容を1件毎にシステム入力するものがある。

O特に軽自動車税に関わる廃車/転出の登録は、月430件 (年間約5,200件)程度について、対象となる車両情報の検索・シス

テム入力・確認用ノ(― ドコピーの取得を1件づつ職員が行なつていた。

“

爾
○ 」―LIS提供の廃車データを利用

し、システムヘの入力をRPAに
より自動化。

○ 他の業務についても、同様に

RPA等の適用を行い、他業務ヘ

の横展開を検討。

1 廃車の書類を申請書
類から抜き出す

4304/月 醒
4 廃草情報

課 題

i拗よ書な究 lセスか RPA適用後

○ 軽自動車税の廃車登録業務で

は、年間86.6日寺間の作業時間

肖」減。申請の多い業務繁忙期

に他のコア業務ヘリツースシ

フトが可能。

○ 総与や市営住宅管理など、効

率化が期待できる事務にヽ順

次展開。

2 対象車両をシステムか
ら検索し、廃車情報を
入力する

3 システムで入力した結
果について確認用八―

トコピーをとる
※別の1情報力ちれ(詑

軽自動車
税システム

軽自動車
税システム

慾鞘臨 轟艶 臨

“ 臣
患

(省略)

イコ棄るE

4 入力内容を確認する

尋 □ 辟機 脇
26

RPA導入による業務の効率化 (石川県加賀市) 実証実験 本格導入

りヽ―ドコピー

第3次加賀市行政改革大綱に定める「IT(IoT)技術を活用した業務の効率化」を推進するため、「定型業

務」や「大量処理業務」へのRPA※導入を推進し、事務改善や時間外勤務の縮減を図る。

※RPA(Robouc PrOcess Automauon)と は、「パソコン上で処理する一連の定型的な作業を、自動化するツール」のこと。

“

○ 地方創生を推進するため、地方公共団体に求められるものが大きくなる中、限られた職員でより効率的に業務を進める必要

がある。

○ 職員が多くの時間を資やしている「定型業務」や「大量処理業務」について 、業務の効率化が求められている。

“

O 平成29年度に、「時間外勤務集計業務」、「契約管理システムと電子入札システムの相互連絡事務」、「財産貸付 。使用許

可事務」を対象としてRPAのパイロツト版を導入し、効果検証を行つた。

O パイロット版による検証結果を踏まえ、平成30年度には、パイロット版の3業務に合わせ、「工事検査情報自動連係事務」

の本格導入を行つている。

○ パイロット版による効果検証では、業務改善を合わせて行うことで約フ40/0の工数削減が見込まれる結果となつた。

業務名称

1時門タト動務集計業務l rr. |! tl

―

圏
:靭

嘲

業務改善+RPA化 による効果   RPA化による効果

100時 F口弓/年→ 23B寺 問/年

約77%の工数削減

169時 間/年→ 22時間/年

約8796の工数削減

96時 FBB/年 → 51時 F口弓/年
約470ノもの工数削減

365時間/年→96時間/年

約74%の工致削減

100時 Fロヨ/年→ 71時間/年
約29%の工数削減

169時間/年→ 54時間/年
約680ッ6の工数削減

96時 F,弓 /年→ 52日寺間/年

約460′もの工数削減

365時間/年→177時間/年

約520/Oの工数削減

成 果

パイロット対象
3業務の効果見込》

覇
27
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自治体業務へのRPA導入スキームの構築 (新潟県長岡市) 実証実験

O RPA(Robouc PrOcess Automadon)を 活用し、9課で試験導入を行つた。
0 2ヶ 月のシナリオ作成期間で、6課25業務で計2,028時間/年もの業務時間削減効果が得られた。
○ 原課職員自らシナリオ作成でき、さらには自発的なRPA化も起こり、現場に即した業務改善につながつた。

“

O 他市での事例と同しように自動化できる可能性は案外低く、対象業務は自分たちで探さなければいけない。

① RPが 業務改革に有用であることは認識しているものの、どの業務に導入できるのか、導入スキームをどうするか、

費用対効果は見込めるか、について考えると導入に三の足を踏んでしまう。

O 「システム構築に比べ安価な汎用ソフトである」「職員がシナリオを作成できる」といつた特性を活かした導入

(これまでシステム化できなかつたような小規模業務への導入など)を模索できないか。

“

O 試験導入に際しては、業務に携わる原課職員がシナリオを作成すること

を基本として、情シス部門職員やSEが適宣補助する体制で実施。

O 対象課は、導入の核になることが見込める中規模(大規模ではない)業務

があり、かつPC操作に親和性のある者手職員が在籍する課を選定。

○ 試験導入にあたっては、核となる業務のRPA化だけでなく、各課でRPA

化できそラな業務を見つけてもらい、自発的なシナリオ作りを促す。

▲実際に導入に携わつた職員が報告する場を設け、全庁に啓発

○ 約 2ヶ月のシナリオ作成期間で、9課のうち6課の25業務で実用化の目処が立ち、合計2,028時間/年もの業務

時間削淵を見込めることが判つた。また、時間外勤務の減少や事務の正確性の担保などのメリットを実感できた。

① 適切な技術支援があれば、原課職員が直接シナリオを作ることができ、さらには原課職員がRPAに合わせた業務

フローの見直しを行つたり、部分的な導入でも大きな効果を見込めるアイデアが出るなど、I見場に即した業務改善

につながつた。
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RPAによる農地情報の自動入力 (福岡県宗像市) 実証実験

成 果

農耕地の賃貸借権の設定状況や利用状況について、農地情報公開システム<全国農地ナビ)へのデータ入力
をRPAで実施。

“

○ 賃貸借権設定状況 :システムヘの csv―括取込ができないため、 1件ずつ手入力しなければならない

最大 1′800件、 1件あたり作業時間 約 10分   ⇒     300時 間

○ 農耕地の利用状況 :システムヘの CSV―括取込はできるが、取込データの作成に手間がかかる

約23,000件、 1件あたり作業時間 約3分     ⇒    1,150時 間
合計1,450時間

“

○ 合計1,450時蘭想定の入力業務が色 40時間で完了

○ 機械による自動作業のため、入カミスなし

１

１

ト

ー

Ｊ

〇 賃貸借権設定状況 :

宗像市農家台帳システムの個別画面から

必要な情報をRPAで 入力

RPA

副 情報公開
―
システム

テム

建言

“

穏喜tヰ

|:: |:|:盤 ifヨ  i l

RPA

○ 農耕地の利用状況 :

地図に手書きされた情報から職員が手でエクセルを作成。

エクセルから農地情報公開システムに取り込めるデータをRPAで作
成し、工括取込

RPA

農地l青報公開システム
|

: 羹藍

:  晏§離
取込用CSV

職員が手で作成し
たエクセルデータ

成 果
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基調講演

人口縮減時代を見据えた
スマート自治体への転換
～住民記録システム・関連様式の標準化の動向～
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自治体間
ベンチマーキングの
概要
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自治体間ベンチマーキングの概要

町田市政策経営部経営改革室
担当係長 栗 山 敏 雄

１ 自治体間ベンチマーキングの全体像

業務プロセスごとに稼働時間・業務処理量・コスト等の指標化

指標から差異や特異点を抽出、意見交換会でベストプラクティスを検討

業務の効率化業務の効率化 市民サービスの維持・向上市民サービスの維持・向上 働き方改革への対応働き方改革への対応

【ステップ３：大きなイノベーション】
①参加自治体間での全体最適化
②国・自治体・ベンダによる標準化

＜（２）業務の比較・分析と課題解決の検討＞

＜（１）比較する業務の見える化＞

５ 期待する成果

（１）自治体
人口が４０～６０万程度の自治体を対象

（２）業務
法令で定められ、人的資源の投入量が多い、
住基、税、国保、介護等の基幹業務を対象

（３）指標
稼働時間、業務処理件数・コスト等

２ 比較対象

３ 特 徴

◆自治体間ベンチマーキングとは？
自治体間で業務プロセス、パフォーマンス、
コスト等を比較し、差異を見える化すると

ともに、自治体間で共通化できるベストプラク
ティスを検討し、業務改革・改善につなげる
プラットフォーム

１ 概 要

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
共
通
化

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ

・

情
報
シ
ス
テ
ム
の
共
通
化

サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル
の
共
通
化

制
度
や
制
度
運
用
の
見
直
し

（１）自発的な取組
・自発的な自治体間連携による業務改革・

改善活動であること
（２）業務の見える化

・業務をプロセス単位に分解して稼働時間、
業務処理量、コスト等を指標化し、超ミクロ
レベルで見える化していること

・委託の状況やコストも見える化していること
（３）意見交換会の実施

・参加自治体の実務担当者が一堂に会し、
討議形式での意見交換会を実施している
こと

（４）ベストプラクティスの検討
・コストメリット、サービス向上等の優位性が

あり、自治体間で共通化できるベストプラ
クティスを検討するとともに、良い仕組みや
効率的なやり方をお互いに取り入れ、
改善・改革につなげていること

【ステップ１：比較・検討のインフラづくり】
業務の見える化とベストプラクティスの検討

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代における持続可能な自治体経営Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代における持続可能な自治体経営

スマート自治体への転換

ＳＤＧｓへの貢献ＳＤＧｓへの貢献

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
見
直
し

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
の
最
大
化

・

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
推
進

正
職
員
・会
計
年
度
任
用
職
員
の

役
割
の
整
理

【ステップ２：小さなイノベーション】
各参加自治体での個別最適化

サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル
の
見
直
し

≪ 国 の 動 向 ≫

オープン＆コラボレーティブ

イノベーティブ

オープン＆コラボレーティブ

イノベーティブ

大きなイノベーションが現在進行形となりつつある

自
治
体
戦
略
２
０
４
０
構
想
研
究
会

ス
マ
ー
ト
自
治
体
研
究
会

行
政
手
続
オ
ン
ラ
イ
ン
化
法
・
デ
ジ
タ
ル
行
政
推
進
法
改
正

自
治
体
シ
ス
テ
ム
等
標
準
化
検
討
会

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
普
及
推
進

Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ

５
・０

の
推
進

破壊的技術の活用
（ＡＩ・ロボティクス等）

業務システム標準化
（住民記録・税務等）

◆住民・企業の利便性
向上

◆自治体の人的・財政
的負担軽減

デマンドサイド

サプライサイド

４ プラットフォーム展開
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【自治体間ベンチマーキング・プラットフォーム】

２ オープンかつシンプルなプラットフォーム

業務量調査シート

意 見 交 換 会

シ ン ポ ジ ウ ム

町田市

対象業務自 治 体

ベ ン ダ

ツ ー ル

対話による気づき

共創による新たな価値の創出 ＝ イノベーション

Ａ区

Ｂ市
Ｃ市

Ｄ社

Ｅ社

Ｆ社

Ｇ社

国保

介護

市民税

住基

ソリューション

ク ラ ウ ド

Ａ Ｉ

ロボティクス

ＢＰＯ

誰でも考えつくが
誰もやっていない

改革・改善の仕組み

ｃｃｃ

プラットフォーム・
ビルダーとしての
事務局のふるまい

優位性①

ｃ ｃ ｃ

優位性②

３ 対象業務と参加自治体

※ いずれかの業務に参加している自治体数の合計は、町田市を含め１２団体。
※ この他にも、オブザーバーとしても多くの自治体が参加している。
※ 国民健康保険業務には、後期高齢者医療制度業務を含む。

№ 対象業務 参加自治体数 参加自治体

１
国民健康保険業務
（2015～2016年度）

４団体 江戸川区・八王子市・藤沢市・町田市

２
介護保険業務

（2015～2016年度）
４団体 江戸川区・八王子市・藤沢市・町田市

３
市民税業務

（2016年度～）
９団体

江戸川区・八王子市・藤沢市・多摩市・
船橋市・郡山市・厚木市・市川市・町田市

４
資産税業務

（2016年度～）
６団体

八王子市・市川市・松戸市・郡山市・
厚木市・町田市

５
保育関連業務
（2017年度～）

３団体 八王子市・三鷹市・町田市

６
住基・印鑑・戸籍業務

（2018年度～）
５団体 八王子市・厚木市・郡山市・目黒区・町田市

７
子ども手当・医療費助成業務

（2019年度～）
５団体

※2019年5月1日時点
八王子市・厚木市・市川市・郡山市・町田市
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４ 実施手順

③ 比較調査・分析の実施

④ 意見交換会の実施

⑤ 業務改革・改善の検討・実施

「業務量調査シート」により、職員の稼働時間、業務のインプット・アウトプット件数、
ＢＰＯの状況、情報システムの状況等を比較調査・分析

各団体の優位性のある取組を共有し、コストメリット、サービス向上等の
優位性があり、自治体間で共通化できるベストプラクティスを検討

ベストプラクティスに基づく業務改革・改善の検討・実施

② 業務体系の整理・見える化

業務の流れを業務体系表として標準化した「業務量調査シート」を作成

① 対象業務の選定

法令で定められ、人的資源の投入量が多い、
住基、税、国保、介護等の基幹業務を対象

＜③④⑤の継続的な実施＞

・改善結果の比較・分析
・新たな課題の発見

↓
・ベストプラクティスの強化
・新たなベストプラクティスの発見

↓
・さらなる改革・改善の実施

＜③④⑤の継続的な実施＞

・改善結果の比較・分析
・新たな課題の発見

↓
・ベストプラクティスの強化
・新たなベストプラクティスの発見

↓
・さらなる改革・改善の実施

継続的実施

《 参加自治体個別で実施 》

《 参加自治体共通で実施 》

【ステップ１：イノベーションのインフラづくり】 業務の見える化とベストプラクティスの検討

【ステップ２：小さなイノベーション】 各参加自治体での個別最適化

【ステップ３：大きなイノベーション】 参加自治体間での全体最適化

将来

⑥ シンポジウム開催

自治体間ベンチマーキングの成果を発表 ⇒ 情報共有と仲間づくりの場自治体間ベンチマーキングの成果を発表 ⇒ 情報共有と仲間づくりの場

５ コア・コンピタンス（１）～業務量調査シート

「業務量調査シート」は町田市の定数管理ツールをベースとしている「業務量調査シート」は町田市の定数管理ツールをベースとしている

業務プロセスと稼働時間を
超ミクロレベルで見える化

ボリュームゾーンと差異の
発見・分析

ベストプラクティスを
検討するためのインフラ
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市民税業務は、全ての自治体で大区分「個人市・都民税賦課事務」が、最も稼働時間を要している

大区分「個人市・都民税賦課事務」の中で、最も稼働時間を要している中区分が「【当初課税】個別課税資料の収集とエラー
チェック」となっている

中区分「 【当初課税】個別課税資料の収集とエラーチェック」の内訳である小区分を、４種の課税資料ごとにグループ化し、業務

割合を分析した。参加自治体と議論を深めるために自治体共通の様式の課税資料に絞ると、ボリュームゾーンは給与支払報告
書と確定申告書に係る業務だった

６ コア・コンピタンス（２）～数値に基づく比較・分析（市民税業務の例）

大区分 Ａ市 Ｂ市 Ｃ市 Ｄ市 Ｅ市 町田市

「個人市・都民税賦課事務」
年間総稼働時間

正職員 93,334 38,701 54,106 76,730 49,310 57,984

臨時職員等 19,357 18,840 27,871 21,302 11,666 4,817

合計 112,691 57,541 81,923 98,032 60,976 62,801

市民税業務全体に占
める割合

82％ 56％ 74％ 77％ 73％ 59％

中区分 Ａ市 Ｂ市 Ｃ市 Ｄ市 Ｅ市 町田市

「【当初課税】個別課税資料の収
集とエラーチェック」
年間総稼働時間

正職員 40,898 14,885 23,905 32,467 20,546 17,918

臨時職員等 13,344 13,470 21,796 12,065 8,803 1,267

合計 54,242 28,355 45,701 44,532 29,350 19,186

市民税業務全体に占
める割合

48％ 49％ 56％ 45％ 48％ 31％

小区分 （ 課税資料別 ） 共通様式 Ａ市 Ｂ市 Ｃ市 Ｄ市 Ｅ市 町田市

「【当初課税】個別
課税資料の収集と
エラーチェック」に
占める課税資料ご
との稼働時間割合

① 給与支払報告書 〇 23％ 37％ 43％ 35％ 45％ 35％

② 年金支払報告書 〇 5％ 2％ 5％ 6％ 9％ 3％

③ 住民税申告書 ✕ 42％ 25％ 34％ 41％ 27％ 26％

④ 確定申告書 〇 30％ 36％ 18％ 17％ 19％ 36％

業務量調査シートの調査・分析結果を踏まえ、事務のあるべき論を議論するとともに、効率化について議論
（１）ボリュームゾーン：なぜ稼働時間が多いのか？
（２）差異・特異点：なぜやり方が違うのか？
（３）課題：現場の課題は何か？

７ コア・コンピタンス（３）～意見交換会（気づきの機会）

・自治体間の現場の担当
者同士で、定量的な比較に
基づき、改革・改善に向け
話し合うのは、おそらく『全
国で初めて』

・一番の成果は、『担当者の意識が変わった』こと。
差異がわかったことで、改善の余地があることを認識できた

・他自治体職員と意見交換し、改善について話し合うことは、
『人材育成の意味合いも大きい』

・参加自治体で一緒に考えれば、いいものをつくれ、
『業務の平準化や共通化もできる』のではないかと思った

・自治体間で『これほどの
差異は驚き 』だ

・意見交換会の前は、時間
が長いのではないかと思っ
ていたが、
『もっと時間がほしかった』

顔を突き合わせ、話し合う中で得られる「気づき」が多い ⇒ 改革・改善へのモチベーションアップ

活発な意見交換会のために ⇒ 仕事をよく知っていて、改革マインドがある職員の参加が不可欠

都県の枠を越えた自治体間でのベストプラクティスの
共有と所属自治体へのフィードバック

P72



対象業務 開催回数 開催日

国民健康保険事業
第１回 2016年10月6日

第２回 2017年2月7日

介護保険事業
第１回 2016年11月18日

第２回 2017年2月16日

市民税業務

第１回 2017年8月16日

第２回 2017年11月14日

第３回 2018年8月17日

第４回 2018年11月9日

資産税業務
第１回 2017年10月13日

第２回 2018年10月12日

住民基本台帳業務

第１回 2018年11月13日

第２回 2019年7月9日

第３回 2019年10月16日

８ 意見交換会の開催実績

９ 改善計画の概要

大項目 小項目
実施
年度

2023年度までの
改善効果額
の累積金額
（計画値）

2023年度までの
累計削減稼働

時間
（計画値）

１ 税務システムの刷新に
よる業務プロセスの効
率化

（１）紙媒体で提出された確定申告書のＯＣＲ機能
による電子化

2020 41,536,864円 8,360時間

（２）調査票出力のシステム化による税務署調査
の効率化

（３）税務システムにより出力されるエラー修正作
業の効率化

（４）e-Tax添付資料の可視化による業務の効率
化

（５）課税資料合算処理の分散化による業務負荷
の平準化

２ RPA活用による業務効
率化

RPAによる事業所番号検索業務の一部自動化 2020 5,762,240円 3,240時間

３ 紙媒体で提出された給
与支払報告書の効率的
な電子化

－ 2021 11,976,385円 32,535時間

４ 確定申告書の確認と
税務署調査の効率化

（１）配当割・譲渡割の運用変更による効率化 2017
1,686,828円 470時間

（２）寄附金税額控除の運用変更による効率化 2018

改善計画を公表し、予算と定数に反映改善計画を公表し、予算と定数に反映
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・課税資料がXMLやＣＳＶで自治体に提出されれば、ダイレクトに税務システムへ投入可能

・自治体ごとに紙媒体等を電子化する作業は発生しない！

課税資料 フルデジタル化に向けた方策

給与支払報告書 ・電子申告の推進

住民税申告書 ・eLＴＡＸを活用した全国共通システムの構築

確定申告書
・電子申告の推進
・発生源である税務署による２表の電子化（ＸＭＬ化）

委託・派遣職員などの人的資源を活用した電子化

＜人から人への仕事の移転＞

ＡＩ-ＯＣＲやＲＰＡなどのＩＣＴを活用した電子化

＜人から機械への仕事の移転＞

Before

After

２０４０年を見据えたスマート自治体の実現

Best Practice

オールジャパンとしての抜本的な解決策

自治体ごとの解決策

１０ 得られた知見

解決策１ 【全体最適化】 ～課税資料のフルデジタル化～

解決策２ 【個別最適化】 ～紙媒体やTIFFで提出された課税資料の電子化～

課税資料におけるデジタル領域を拡大する必要性

（１） 経済財政一体改革推進委員会での紹介（2016年6月17日）

内閣府の「経済・財政一体改革に係る先進・優良事例選定プロジェクト」に応募し、経済財政諮問会議の専門調査会

である「経済財政一体改革推進委員会」で取組を説明した。

＜議長：新浪剛史氏（経済財政諮問会議民間議員、サントリーホールディングス株式会社代表取締役社長）＞

（２） 公共サービスイノベーションプラットフォームでの紹介（2017年4月5日）

内閣府からの依頼により、「公共サービスイノベーションプラットフォーム」にて取組を説明した。

＜議長：高橋進氏（経済財政諮問会議民間議員、日本総合研究所理事長＞

（３） 国と地方のシステムワーキンググループでの紹介（2017年4月26日）

経済財政一体改革推進委員会のワーキンググループである、高橋進氏が議長を務める「国と地方のシステム

ワーキンググループ」で内閣府が取組を紹介した。

（４） 新公会計制度普及促進連絡会議での紹介（2017年5月22日）

東京都、大阪府、町田市をはじめとする新公会計制度導入の先行自治体17自治体で構成する、新公会計制度

普及促進連絡会議にて取組を説明した。

１１ 取組の反響・紹介事例

※内閣府ＨＰ https://www5.cao.go.jp/keizai‐shimon/kaigi/special/reform/committee/index.html

※内閣府ＨＰ https://www5.cao.go.jp/keizai‐shimon/kaigi/special/innovation/170405/agenda.html

※内閣府ＨＰ https://www5.cao.go.jp/keizai‐shimon/kaigi/special/reform/wg6/summary_6th.pdf

※新公会計制度普及促進連絡会議ＨＰ http://www.kaikeikanri.metro.tokyo.jp/fukyuusokushin.html （第8回会議 配布資料6）
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（５） 経済財政諮問会議での紹介（2017年5月11日）

「町田市のような取り組みを横展開すべき」との提案が、経済財政諮問会議から安倍内閣総理大臣に対して行わ

れた。

（６） 経済財政運営と改革の基本方針2017（骨太方針） （2017年6月9日）

経済財政諮問会議での答申を経て、骨太方針が閣議決定された。

方針の中で、「地方公共団体間で課題等を共有しつつ共同して自主的に進める業務改革について、『地方の、地方に

よる、地方のための』改革として、他の模範となる先進・優良事例の全国展開が図られるよう、地方主体の取組を支援

する。」との一文が盛り込まれた。

（７） ２０１７年度第２回町田市行政経営監理委員会を開催（2017年10月23日）

専門委員、市長、副市長及び関係部長で構成し、行政経営改革の推進を目的として設置した「町田市行政経営監理

委員会」を、「自治体間比較による行政経営改革」をテーマに開催。オブザーバーとして内閣府、総務省、東京都が

参加した。

（８） 経済財政諮問会議での紹介（2017年11月16日）

有識者民間議員が提出した資料中に、「自治体の中には国の取組を超える先進的な行財政改革を推進している

ところがある」としたうえで、「東京都町田市は８自治体と連携して行政コストの相互比較・分析し、学び合いを実施。」

と紹介された。

１２ 取組の反響・紹介事例

※内閣府ＨＰ https://www5.cao.go.jp/keizai‐shimon/kaigi/minutes/2017/0511/gijiyoushi.pdf

※内閣府ＨＰ https://www5.cao.go.jp/keizai‐shimon/kaigi/cabinet/2017/decision0609.html

※町田市ＨＰ https://www.city.machida.tokyo.jp/shisei/gyousei/keiei/gyouseikeieikanri13‐/kanriiinkai.html

※内閣府ＨＰ https://www5.cao.go.jp/keizai‐shimon/kaigi/minutes/2017/1116/agenda.html （資料5‐1）

（９） 日本公認会計士協会 公会計協議会（地方公共団体会計・監査部会）での紹介（2018年2月）

継続研修のEラーニング教材において、取組を説明した。

（10） 経済財政諮問会議での紹介（2018年4月24日）

有識者民間議員が提出した資料中に、町田市の取組等を先進事例として挙げたうえで、横展開すべきものとして

紹介された。

（11） 総務省 「地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及びＡＩ・ロボティクスの活用に

関する研究会」での発表（2018年9月21日）

同研究会委員である町田市政策経営部経営改革室課長（髙橋晃）が取組を説明した。

（12） 総務省 「地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及びＡＩ・ロボティクスの活用に

関する研究会」での発表（2018年12月21日）

同研究会委員である町田市政策経営部経営改革室課長（髙橋晃）が、個人住民税賦課業務の取組結果を踏まえ

た業務改善について発表した。

（13） 経済・財政一体改革推進委員会での紹介（2019年3月22日）
総務省の「自治体行政スマートプロジェクト」において、必ず参照すべき先行事例の例として、本取組が紹介された。

１３ 取組の反響・紹介事例

※総務省ＨＰ http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/process_ai_robo/02gyosei04_04000105.html

※総務省ＨＰ http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/process_ai_robo/daikai01.html

※内閣府ＨＰ https://www5.cao.go.jp/keizai‐shimon/kaigi/minutes/2018/0424/agenda.html （資料1‐2）
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雑誌名（出版社） 論題

月刊Ｊ－ＬＩＳ 2018年9月号
（（株）ぎょうせい）

特集 データ利活用と地方創生
「自治体間ベンチマーキング～業務の見える化とその先にあるもの～」
（町田市政策経営部経営改革室課長 髙橋晃）

住民行政の窓 2019年6月号
（日本加除出版（株））

地方公共団体における行政改革の取組事例
「自治体間ベンチマーキング～人口縮減時代を見据えたスマート自治体への
転換～」 （町田市総務部次長兼総務課長 髙橋晃）

政策法務Ｆａｃｉｌｉｔａｔｏｒ 2019年7月
（第一法規（株））

シリーズ寄稿～これからの自治を考える～
「自治体間ベンチマーキング～人口縮減時代を見据えたスマート自治体への
転換～」 （町田市総務部次長兼総務課長 髙橋晃）

雑誌名（出版社） 特集名

ジチタイワークス 2018年10月号
（（株）ホープ）

ジチタイＮＥＷＳ 「自治体間の業務“見える化”で稼働時間削減！」

ガバナンス 2019年7月号
（（株）ぎょうせい）

特集 変わる自治体窓口 「自治体間ベンチマーキングで現場起点の業務改
革を図る」

（１） 寄稿

（２） 取材記事

１４ メディア掲載事例

ご清聴ありがとうございました
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自治体間
ベンチマーキングの
取組事例紹介
〇住基・印鑑・戸籍業務
（町田市・八王子市・郡山市）

〇子ども手当・医療費助成業務
（町田市）
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自治体間ベンチマーキング事務局
問合せ先：町田市政策経営部企画政策課

TEL：042-724-2103（直通）
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